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プロフィール
1969（昭和44）年5月1日、七尾市石崎町生ま
れ。48歳。七尾市立香島中学校、石川県立七尾
商業高校、愛知学院大学商学部卒。同大卒業
後、瓦力代議士の秘書を10年間務める。2001
（平成13）年から七尾市議会議員、2007（同
19）年からは石川県議会議員。県議会では厚
生文教常任委員長、環境農林建設委員長、商
工労働公安委員長、副議長などを歴任。ほか、
自民党石川県連では青年局長、政調副会長、
政調会長代理、幹事長代理などを務めた。
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愛宕山相撲場で開催された県民体育大会相撲競技を見学

七尾市スポーツ賞表彰式の来賓として出席

石崎奉燈祭りの大漁祈願祭に谷本知事も
参加。能登の発展に二人三脚で

能越自動車道七尾区間建設促進協議会
総会にてあいさつ

石川県障害者ふれあいフェスティバルにて

石川県議会本会議の議事を議長席で進行
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国連決議を無視して弾道ミサイル発射や核実験を強行する北朝鮮。
このような時こそ、世界をリードできる経験豊かで安定した政権が不可欠です。
● 北朝鮮に対する国際社会の圧力強化を日本が主導するとともに、日米同盟を一層強固にして抑止力を高めます。
● 国民の生命と財産を守り抜くため、ミサイル対処能力の強化や日本海での操業の安全に全力を尽くします。

北朝鮮の脅威から、国民を守り抜きます。
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策
と
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行
力

いま、日本の政治には国を守り抜く決断と実行力が問われています。
脅威が高まる北朝鮮問題はもとより、地方活性化と少子高齢化に真正面から立ち向かい、
明るい未来への展望を描けるのは自民党だけです。

この国を、守り抜く。

「生産性革命」
アベノミクスによる４年連続の賃金上昇の流れを
さらに力強く持続させるため、ロボット、IoT、人工
知能（AI）など生産性を向上させるイノベーション
を起こし、働く国民の所得を大きく増やします。

● 中小企業、小規模事業者も含めて、税制、予算、規制の大胆な
改革を断行し、企業の収益を設備投資や人材投資へと振り向
けていきます。

● 日本に活力をもたらす「起業大国」をめざし、中長期の成長資
金の供給拡大などを通してベンチャー育成や産業の新陳代謝
を推進します。

● 中小企業、小規模事業者の円滑な世代交代、事業承継の支援
策を充実させます。

● 「働き方改革」を実行し、若者から高齢者まで幅広い層が多様
な形で働き、参加できる社会をつくります。

「人づくり革命」
 “保育・教育の無償化”を実現し、未来を担う
子供の育成に最重点で取り組むとともに、誰も
が安心して暮らせる「全世代型社会保障」をめ
ざします。

● 2020年度までにすべての3歳～5歳児の幼稚園、保育園の費
用無償化を達成。0歳～2歳児についても、所得の低い世帯に
対して無償化します。

● 真に支援の必要な所得の低い家庭の子供たちを対象に、高
等教育の無償化を図ります。

● 介護人材の確保に向けて、介護職員のさらなる処遇改善を進
めます。

● 本年末までに「人づくり革命」に関する2 兆円規模の新たな政
策パッケージを取りまとめます。    

アベノミクスを「生産性革命」と「人づくり革命」で加速させ、
景気回復・デフレ脱却を実現します。

＊ 名目ＧＤＰ 過去最高　50兆円増加
アベノミクス５年間の実績

493兆円（2012年10－12月期）→ 543兆円（2017年4－6月期）

＊ 就業者数　185万人増加
6,271万人（2012年）→ 6,456万人（2016年）

＊ 正社員有効求人倍率 初の１倍超え
0.5倍（2012年2月）→ 1.01倍（2017年7月）

＊ 企業収益 過去最高 26.5兆円増加
48.5兆円（2012年度）→ 75.0兆円（2016年度）

＊ 家計の可処分所得 2年連続で増加
292兆円（2012年）→ 295兆円（2015年）

＊ 若者の就職内定率 過去最高
大学生93.9％（2013年4月）→ 97.6％（2017年4月）

＊ 外国人旅行者数 5年で約3倍
870万8千人（2012年度）→ 2,482万4千人（2016年度）

“地域未来投資”をはじめとする地方が自主的に取り組む政策を応援し、
地方が主役の「地方創生」を実現します。
● 中小企業、小規模事業者の生産性向上に向けて、政策を総動員してきめ細かに支援します。
● 若者や意欲のある農林漁業者が夢や希望の持てる「農政新時代」を切り拓きます。
● 地方大学の魅力向上に取り組み、若者の地方での就学と就業を促進します。
● 外国人旅行者 4,000 万人をめざし、地域の特色を活かした観光資源を磨くとともに、受け入れ体制の強化を図ります。

地方創生で、活力ある元気な地方をつくります。

機関紙「自由民主」のご購読を  お問い合わせは☎03-3581-6211  HP：https://www.jimin.jp/

29 9 302017


